
大阪狭山市土砂災害特別警戒区域内住宅移転事業補助金交付要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する

法律（平成１２年法律第５７号。以下「土砂災害防止法」という。）第９条第１項に

基づき、土砂災害特別警戒区域として大阪府が指定する以前から存在し、建築基準

法施行令（昭和２５年政令第３３８号）第８０条の３に規定する構造基準に適合し

ない住宅（以下「既存不適格住宅」という。）を当該区域外へ移転する者に対し、予

算の範囲内において大阪狭山市土砂災害特別警戒区域内住宅移転事業補助金（以下

「補助金」という。）を交付することにより、既存不適格住宅の移転等を促進し、市

民の安全確保を図ることを目的とする。 

 （補助対象住宅） 

第２条 補助金の交付の対象となる既存不適格住宅（以下「危険住宅」という。）は、

次の各号のいずれにも該当するものとする。 

⑴ 市内に存し、現に居住しているもの 

⑵ 国その他の機関から補助金等の交付を受けていないもの 

⑶ 固定資産税が滞納されていないもの 

２ 補助金の交付の対象となる移転先の住宅（以下「移転先住宅」という。）は、第１

号から第４号までのいずれにも該当するものとする。ただし、当該住宅を新築する

場合にあっては、次の各号のいずれにも該当するものとする。 

⑴ 市内に存し、自己の居住の用に供するもの 

⑵ 土砂災害防止法第７条第１項に基づき大阪府が指定した土砂災害警戒区域及び

第９条第１項に基づき大阪府が指定した土砂災害特別警戒区域以外に存するもの 

⑶ 昭和５６年５月３１日以降に建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第６条

第１項に基づく確認の申請書を提出して建築主事の確認を受けて建築されたもの 

⑷ 国その他の機関から補助金等の交付を受けていないもの 

⑸ 都市再生特別措置法（平成１４年法律第２２号）第８８号第１項に規定する行

為で同条第５条の規定に基づく公表に係るものではないもの 

⑹ 建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律（平成２７年法律第５３号）

第２条第１項第３号に規定する建築物エネルギー消費性能基準に適合するもの 



 （補助対象事業） 

第３条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、次に掲 

げる事業とする。 

⑴ 危険住宅の除却を行う事業及び移転先住宅への引越等（除却工事に伴う動産の

移転で仮住居を経由する必要が生じるなど、複数回の引越を含む。）を行う事業（以

下「除却事業等」という。） 

⑵ 除却する危険住宅に代わる移転先住宅を建設し、購入し、又は購入し、改修す

る事業（これに伴い必要な土地の取得を含む。）（以下「建設等事業」という。） 

（補助対象者） 

第４条 補助金の交付の対象となる者は、危険住宅の除却を行う事業については、危

険住宅に居住又は所有する個人、移転先住宅への引越等を行う事業及び建設等事業

については、危険住宅に居住する個人とし、かつ、次の各号のいずれにも該当する

ものとする。 

 ⑴ 直近の課税所得金額（地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２９２条第１

項第１３号に規定する合計所得金額から同法第３１４条の２の規定する所得控除

額 を 差 し 引 い た 額 を い う 。 ） が 

５，０７０，０００円未満のもの 

 ⑵ 大阪狭山市暴力団排除条例（平成２５年大阪狭山市条例第４号）第２条第２号

に規定する暴力団員又は同条第３号に規定する暴力団密接関係者でない者 

 （補助金の額） 

第５条 補助金の額は、次に掲げる額の合計額とする。 

 ⑴ 除却事業等に要する経費の額（１，０００円未満の端数があるときは、これを

切り捨てた額）。ただし、危険住宅の除却に要する費用については、事業年度にお

ける国土交通大臣の定める標準建設費その他の額のうちの除却工事費の額を限度

とし、移転先住宅への引越等を行う事業については、９７５，０００円を限度と

する。 

 ⑵ 建設等事業に要する資金を金融機関等から借入れた場合において、当該借入金

の利子（年利率８．５パーセントを限度とする。）に相当する額。ただし、移転先

住宅を建設し、購入し、又は購入し、改修する経費にあっては 

３，２５０，０００円、これに伴い必要な土地の取得の経費にあっては 



９６０，０００円を限度とする。 

 （事前協議） 

第６条 補助金の交付を申請しようとする者（以下「申請者」という。）は、補助対象

事業が複数年度にわたる場合、次条の規定による補助金の交付の申請前に、補助対

象事業に係る事業費の総額及び補助対象事業の完了予定時期等について、大阪狭山

市土砂災害特別警戒区域内住宅移転事業補助金事前協議書（様式第１号）に必要な

書類を添えて市長に提出しなければならない。 

（補助金の交付申請） 

第７条 申請者は、大阪狭山市土砂災害特別警戒区域内住宅移転事業補助金交付申請 

書（様式第２号）に必要な書類を添えて市長に提出し、補助対象事業の着手の前に 

補助金の交付の決定を受けなければならない。 

（補助金の交付決定及び通知） 

第８条 市長は、前条の規定による申請書の提出があった場合は、その内容を審査し、 

適当と認めたときは、補助金の交付を決定し、大阪狭山市土砂災害特別警戒区域内 

住宅移転事業補助金交付決定通知書（様式第３号）により、その旨を申請者に通知 

するものとする。この場合において、市長は、補助金の交付の目的を達成するため 

に必要な条件を付することができる。 

２ 市長は、前項の規定による審査の結果、補助金を交付しないことを決定したとき 

は、大阪狭山市土砂災害特別警戒区域内住宅移転事業補助金不交付決定通知書（様 

式第４号）により、その旨を申請者に通知するものとする。 

 （補助対象事業の変更及び中止） 

第９条 前条第１項の規定による交付の決定の通知を受けた者（以下「補助事業者」

という。）は、補助金の交付の決定を受けた内容を変更しようとするときは、大阪

狭山市土砂災害特別警戒区域内住宅移転事業補助金変更交付申請書（様式第５号）

に必要書類を添えて市長に提出し、市長の承認を受けなければならない。 

２ 市長は、前項の申請書の提出があった場合は、その内容を審査し、適当と認めら

れたときは、大阪狭山市土砂災害特別警戒区域内住宅移転事業補助金変更交付決定

通知書（様式第６号）により、その旨を補助事業者に通知するものとする。 

３ 補助事業者は、補助対象事業を中止しようとするときは、あらかじめ大阪狭山市

土砂災害特別警戒区域内住宅移転事業中止届（様式第７号）により市長に届け出な



ければならない。  

４ 前項の規定による届出があった場合は、前条第１項の規定による補助金の交付の

決定は、取り消されたものとみなす。 

 （実績報告） 

第１０条 補助事業者は、補助対象事業が完了したときは、大阪狭山市土砂災害特別

警戒区域内住宅移転事業実績報告書（様式第８号）に必要書類を添えて、市長に報

告しなければならない。 

２ 前項の規定による報告は、補助対象事業の完了した日から起算して３０日を経過

した日までに行わなければならない。 

 （補助金の額の確定） 

第１１条 市長は、前条第１項の規定による報告があった場合は、その内容を審査し、

適当と認めたときは、補助金の額を確定し、大阪狭山市土砂災害特別警戒区域内住

宅移転事業補助金交付額確定通知書（様式第９号）により、その旨を速やかに補助

事業者に通知するものとする。 

 （補助金の請求等） 

第１２条 補助事業者は、前条の規定による通知を受けた場合において、補助金の交

付を受けようとするときは、大阪狭山市土砂災害特別警戒区域内住宅移転事業補助

金交付請求書（様式第１０号）に必要書類を添えて、市長に請求しなければならな

い。 

２ 補助事業者（除却事業のみを行う者に限る。この項及び次項において同じ。）

は、前項の規定により、補助金を請求するに当たり、補助事業者から依頼を受け

て除却事業に係る工事を行った事業者（以下「代理受領事業者」という。）に補助

金の受領を委任することができる。 

３ 補助事業者は、前項の規定により、代理受領事業者に補助金の受領を委任すると

きは、あらかじめ代理受領事業者から同意を得た上で、大阪狭山市土砂災害特別警

戒区域内住宅移転事業補助金代理受領委任状（様式第１０号の２）及び大阪狭山市

土砂災害特別警戒区域内住宅移転事業補助金代理受領確認書（様式第１０号の３）

を市長に提出しなければならない。 

４ 市長は、第１項の規定による請求があった場合は、その内容を審査し、適当と認

めるときは、当該補助事業者又は代理受領事業者に対し補助金を交付するものとす



る。 

 （交付決定の取消し等） 

第１３条 市長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、補

助金の交付の決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

 ⑴ この要綱に違反したとき。 

 ⑵ 補助金の交付の決定の際に付した条件に違反したとき。 

 ⑶ 偽りその他不正な手段により補助金の交付を受け、又は受けようとしたとき。 

 ⑷ 補助金を交付の目的以外に使用したとき。 

 ⑸ 前各号に掲げるもののほか、補助金を交付することが不適当であると市長が認

めるとき。 

２ 市長は、前項の規定により補助金の交付の決定を取り消した場合は、大阪狭山市

土砂災害特別警戒区域内住宅移転事業補助金交付取消通知書（様式第１１号）によ

り、その旨を補助事業者に通知するものとする。 

 （補助金の返還） 

第１４条 市長は、前条の規定により補助金の交付の決定を取り消した場合において、 

当該取消しに係る補助金を既に交付しているときは、大阪狭山市土砂災害特別警戒 

区域内住宅移転事業補助金返還命令書（様式第１２号）により、期限を定めて補助 

対象者にその返還を命じるものとする。 

 （補助事業者に対する指導等） 

第１５条 市長は、補助事業の適正かつ円滑な執行を図るため、必要があると認めら

れる場合は、補助事業者に対して報告を求め、必要な指導及び助言をすることがで

きる。  

（書類の保存） 

第１６条 補助事業者は、補助金に係る経理について他の経理と明確に区分した帳簿

を備え、その収支状況を明らかにしなければならない。 

２ 補助事業者は、前項の帳簿及び補助金に係る証拠書類を補助金の交付を受けた日

の属する会計年度の終了後５年間保存しなければならない。 

 （委任） 

第１７条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、市長が

別に定める。  



 

附 則 

この要綱は、公布の日から施行する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

(経過措置) 

２ この要綱による改正前の大阪狭山市土砂災害特別警戒区域内住宅移転事業補助金

交付要綱の様式により作成した用紙は、当分の間、所要の調整をした上、この要綱

による改正後の大阪狭山市土砂災害特別警戒区域内住宅移転事業補助金交付要綱の

様式により作成した用紙として使用することができる。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱による改正後の大阪狭山市土砂災害特別警戒区域内住宅移転事業補助金

交付要綱の規定は、この要綱の施行の日以後に交付申請が行われた補助金について

適用し、同日前に交付申請が行われた補助金については、なお従前の例による。 

 

 


